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三重県総合評価方式試行要領 

 
（目的） 
第１条 この要領は、三重県が発注する建設工事において、入札者から性能、機能、技術等（以

下「性能等」という。）に関する提案（以下技術提案という。）を募集し民間の技術を積極
的に活用することにより、価格だけでなく、価格以外の技術的な要素を考慮することによ
り公共事業の質を高めることを目的に、入札時に工事価格及び性能等をもって申し込みを
させ、これらを総合的に考慮して落札者を決定する方式（以下「総合評価方式」という。）
の実施に関し必要な事項を定め、その適正な活用をはかることを目的とする。 

 
（対象工事の範囲） 
第２条 この要領に定める対象工事の範囲は、次の各号に掲げるものとする。 
  （１）総合的なコストに関する事項 

入札者の提示する性能等によって、工事価格に、工事に関連して生ずる補償費等の
支出額及び収入の減額相当額（以下「補償費等の支出額等」という。）並びに維持更
新費を含めたライフサイクルコストを加えた総合的なコストに相当程度の差異が生
ずると認められる工事 

（２）工事目的物の性能、機能に関する事項 
入札者の提示する性能等によって、工事価格の差異に比して、工事目的物の初期性

能の持続性、強度、安定性などの性能・機能に相当程度の差異が生ずると認められる
工事 

（３） 社会的要請に関する事項 
環境の維持、交通の確保、特別な安全対策、省資源対策またはリサイクル対策を必

要とする工事であって、入札者の提示する性能等によって、工事価格の差異に比して
対策達成度に相当程度の差異が生ずると認められる工事 

（４） その他 
総合評価方式に基づき執行することが適当であると、当該業務を所掌する事業室ま

たは地域機関の事務所（以下「発注機関」という。）の室長または所長が認める工事 
 

（総合評価方式の選定） 
第３条 総合評価方式は、次の各号に掲げる入札方式から選定する。 
  （１）標準型 

高度な技術提案を要する工事及び技術的な工夫の小さい工事以外の工事について、
環境の維持、交通の確保、特別な安全対策等の評価項目に関し、性能等を数値化し（数
値方式）、又は定性的に表示する（判定方式）ことにより、性能等と入札価格とを総
合的に評価する。 

（２）高度技術提案型 
高度な技術提案を要する工事について、ライフサイクルコスト、工事目的物の強度、

耐久性、供用性（維持管理の容易性）等、環境の維持、景観等の評価項目に基づき、
高度な技術提案（歩掛・単価を含む）を活用して、性能と入札価格とを総合的に評価
する。 
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（３）簡易型 
   技術的な工夫の小さい工事で、簡易な施行計画や施工方法、同種工事の経験、工事

成績等に基づき性能と入札価格とを総合的に評価する。 
 

（入札方式の指定） 
第４条 知事又はその委任を受けて契約を担当する者（以下「契約担当者」という）は、第２

条に該当する工事の施工にあたり、当該工事を所掌する競争入札審査会の審査を経て入札
方式の指定を行う。 

 ２ 第１項で指定した工事の入札までの執行に関しては、契約担当者は第５条に規定する総
合評価方式技術審査委員会の調査・審議を経て、競争入札審査会の承認を得るものとする。 

 
 （総合評価方式技術審査委員会） 
第５条 競争入札審査会の長は、総合評価方式技術審査委員会（以下「技術審査委員会」とい

う。）を設置することとする。 
２ 技術審査委員会は次の各号に掲げる事項を調査審議し、その結果を当該業務の競争入札
審査会に報告するものとする。 
（１） 総合評価にかかる技術提案の要求要件、技術提案の範囲の決定 
（２） 総合評価にかかる評価基準の決定 
（３） 提出された技術提案の審査 

３ 技術審査委員会は、委員長・副委員長及び委員をもって構成し、その主たる構成は別紙
３を参考に対象工事の規模・内容により選定するものとする。 

 ４ 技術審査委員会は、地方自治法施行令第１６７条の十の二第４項に基づき、あらかじめ、
以下に掲げる事項について第6 条に定める学識経験者等で構成する三重県公共工事総合評
価審査委員会の意見を聞くこととする。なお、専門工事等において特殊な技術提案を求め
て評価するなどの場合は、別途学識経験者の意見を聴くことができることとする。 

 (以下（１）～（３）地方自治法施行令より。文中『落札者決定基準』は、『評価項目・
評価基準』をさすものとする。) 

  （１）総合評価方式を行おうとするとき、総合評価方式によることの適否について 
（２）落札者決定基準を定めようとするとき、当該落札者決定基準を定めるにあたり留意

すべき事項について 
（３） 落札者を決定しようとするとき、予定価格の制限の範囲内の価格をもって行われた

申込みのうち、価格その他の条件が最も有利と思われるものの決定について 
      
 （三重県公共工事総合評価審査委員会） 
第６条 公共事業総合推進本部副本部長（県土整備部長）は、三重県公共工事総合評価審査委

員会を設置することとする。 
２ 三重県公共工事総合評価審査委員会の要領は別に定める。 

 
（入札公告又は技術資料収集に係る掲示等に明示する事項） 
第７条 提案を募集する場合においては、入札公告に係る掲示及び入札説明書に次の事項を加

える。 
  （１）入札公告に係る掲示 
    ア 当該工事が、総合評価方式であること。 
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イ 技術提案により施工しようとする場合は、その内容を明示した設計及び施工計画
書を提出すること。技術提案が適正と認められない場合に標準案に基づいて施工す
る意志がある場合には、標準案による施工計画を併せて提出すること。また標準案
に基づいて施工しようとする場合には標準案による施工計画を提出すること。 

    ウ 技術提案等の採否については、競争参加資格（一般競争入札）の確認の通知に併
せて通知すること。 

    エ 資料作成説明会を実施すること。（資料作成説明会を開催する場合。） 
オ 資料のヒアリングを実施すること。（資料のヒアリングを実施する場合。） 

    カ 提案で求める性能、機能、技術等の要求要件及び評価基準 
    キ 総合評価の方法及び落札者の決定方法 
  （２）入札説明書 

ア （１）の内容の詳細 
イ 技術提案等は競争参加資格の確認に反映されること。また、その審査に当たって

は、施工の確実性、安全性、費用等について評価すること。 
ウ 技術提案等の採否に付いては、競争参加資格の確認の通知に併せて通知すること。

その際、技術提案が適正と認められなかった場合には、その理由を付すること。ま
た、技術提案及び標準案の両方を提出した建設業者に対して標準案に基づく競争参
加資格の確認を行う場合、建設業者は、技術提案が適正と認められなかった理由に
対して、理由の説明要求を行うことができるものとすること。 

エ 技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されてい
る状態になった場合には、無償で使用できるものとすること。ただし、工業所有権
等の排他的権利を有する提案についてはこの限りではないこと。 

オ 技術提案を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等を指定しない
部分の工事に関する建設業者の責任が軽減されるものではないこと。 

カ 性能等に関わる提案が履行できなかった場合で再度施工が困難あるいは合理的で
ない場合は、契約額の減額、損害賠償等を行うこと。 

 
（提案の提出） 
第８条 提案の提出に係る手続は以下のとおりとする。 

（１）提案を求める範囲  
技術提案を求める範囲は、設計及び施工方法等に関するもので、原則として設計図

書において指定されたもののうち、総合評価方式による総合評価の方法によって、発
注者に有利となる調達が可能な提案を期待できるもので、民間の技術開発を積極的に
活用することが適当と認められるものの中から、工事の特性に応じて定めることとす
る。 

（２）提案を求める部分の位置づけ 
技術提案を求める部分については、設計図書において施工方法等を指定しないもの

とする。 
  （３）提案の提出方法 

入札者は、技術提案を行う場合、その内容を明示した設計及び施工計画書（以下「技
術提案書」という。）を提出するものとする。なお、入札者は、技術提案が適正と認
められない場合において標準案に基づいて施工する意志がある場合、標準案による施
工計画を併せて提出することができるものとする。 
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（技術資料作成説明会の開催、提出資料のヒヤリング） 
第９条 競争入札審査会の長は、必要があると認めるときは、技術資料作成説明会の開催、及

び資料のヒアリングについて、第４条に規定する技術審査委員会に実施させることができ
るものとする。 

 
（提案の審査） 
第１０条 競争入札審査会の長は、提出された技術提案及び標準案に基づく施工計画について

技術審査委員会による審査及び競争入札審査会の承認を経て、競争参加資格の確認を行う
ものとする。 

 ２ 技術提案に基づく施工計画の審査にあたっては、施工の確実性、安全性、標準案と比較
した経済性等を、また標準案に基づく施工計画の審査にあたっては、施工の確実性安全性
を評価するものとする。なお、建設業者が技術提案及び標準案に基づく施工計画を併せて
提出した場合において、技術提案に基づく施工計画が適正であると認められるときは、標
準案に基づく施工計画の審査は行わないものとする。 

 
（提案の採否の通知） 
第１１条 技術提案の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せて技術提案を提出し

た建設業者に通知するものとする。 
 ２ 技術提案が適正と認められなかった者に対しては、その理由を付して通知するものとす

る。なお、技術提案及び標準案の両方を提出した建設業者に対して標準案に基づく競争参
加資格の確認を行う場合、建設業者は技術提案が適正と認められなかった理由に対して、
理由の説明要求を行うことができるものとする。 

 
（総合評価の方法） 
第１２条 総合評価方法については次のとおりとする。 
  （１）評価の対象とする技術的要件について、当該工事の目的・内容に応じ評価項目を設

定する。 
  （２）各評価項目の評価に応じ得点を与える。 
  （３）価格及び性能等に係る総合評価は、（２）の各評価項目の得点の合計を当該入札者の

入札価格で除して得た数値をもって行う。 
 

（落札者の決定） 
第１３条 落札者の決定については、入札者に価格及び性能等を持って申込みをさせ、次の各

要件に該当する者のうち、第１２条（総合評価の方法）により得られた数値（以下「評価
値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

  （１）入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。 
  （２）入札に係る性能等が、入札公告または技術資料収集に係る掲示において明らかにし

た性能等の要求要件（以下「技術的要件」という。）の最低限の要求要件を全て満た
していること。 

  （３）評価値が、予定価格の算出の前提となる状態で想定される得点を、予定価格で除し
た数値（以下「基準評価値」という。）を下回っていないこと。 

 ２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を定めるも
のとする。 
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（提案内容の保護） 
第１４条 技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されている

状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等の排他的権利
を有する提案についてはこの限りでない。なお、この旨を技術資料作成要領、特記仕様書
等に記載することにより、建設業者に周知するものとする。 

 
（責任の所在とペナルティ） 
第１５条 競争入札審査会の長が技術提案を適正と認めることにより、設計図書において施工

方法等を指定しない部分の工事に関する建設業者の責任が軽減されるものでないこと、ま
た、性能等に関わる提案が履行できなかった場合で再度施工が困難あるいは合理的でない
場合は、契約金額の減額、損害賠償等を行う旨を入札説明書又は、技術資料作成要領及び
契約書に記載するものとする。 

 
 
 附  則 
   この要領は、平成１６年６月１日から施行する。   
   この要領は、平成１８年６月１日から施行する。 
   この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 
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標準
日数

累積
日数

注

フローに示す日数は、参考日数です。
できるだけ土曜日、日曜日、祝日等を除いた日数で設定すること

 は、必要に応じ実施。但し、必ずいずれか1回は実施するものとする。

入
札
説
明
書
交
付
期
間

５６～
１２６日

総合評価審査委員会（学識者の意見聴取）

１日 ５７～
１２７日

１日～５日

５５日
～

１２５日

技術資料のヒアリング(通常）

２０日
～
４０日

４０日
～

１００日

技術資料のヒアリング（見積提出により予定価格を技術提案後設定する場合等）

（２日）質
問
書
提
出
期
間

執行機関所属長決裁もしくは競争入札審査会 ： 参加資格確認

質問書の提出期限

技術審査委員会：最終評価
入札締切(開札)直前

質問書に対する回答期限

競争入札参加申請・技術資料の提出期限

競争入札審査会：落札決定
(WTO協定）７２日以内に入札結果を広報に搭載

競争参加資格確認結果の通知及び予定価格や仕様変更等の公表

１２日
～
２５日

電子入札締切・評価点算出・開札・評価値算出

技術審査委員会：評価（絶対評価項目のみ）

積算基準や参考とする積算資料がないものについては、技術提案に含めた総合評価を行うことがあります。
競争参加資格がないと認めた者については、「競争参加資格がないと認めた理由の説明要求」や

「理由説明要求に対する回答」に対応すること

競争入札審査会
標準型総合評価方式の適用決定・技術審査委員会の設置

１０日
～
３０日

総合評価審査委員会（学識者の意見聴取）

１０日
～

３０日

公示：入札説明書、技術資料収集に係る掲示
（技術資料作成要領の交付）

１０日
～
３０日

技術資料の作成説明会(必要に応じ）
２０日
～

６０日

技術審査委員会：評価項目・評価基準の設定

競争入札審査会 ： 評価項目・公告案

標準型総合評価方式（一般競争入札）（別紙１）
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標準
日数

累積
日数

注

フローに示す日数は、参考日数です。
できるだけ土曜日、日曜日、祝日等を除いた日数で設定すること

 は、必要に応じ実施。但し、必ずいずれか1回は実施するものとする。

競争参加資格がないと認めた者については、「競争参加資格がないと認めた理由の説明要求」や
「理由説明要求に対する回答」に対応すること

４７日
～

１０７日

１２日
～
２５日

６１～
１３４日１日

技術審査委員会：最終評価
入札締切(開札)直前

予定価格の積算

技術提案の改善

改善された技術提案の提出期限

技術審査委員会：改善された技術提案の審査

総合評価審査委員会（学識者の意見聴取）

競争入札審査会：落札決定
(WTO協定）７２日以内に入札結果を広報に搭載

競争参加資格確認結果の通知及び予定価格等の公表

質問書の提出期限

電子入札締切・評価点算出・開札・評価値算出

技術審査委員会：評価
絶対評価項目及び技術提案の審査

２０日
～

６０日

１日～５日

技術資料のヒアリング(通常)

２７日
～

６７日

５９日
～

１３２日

６０～
１３３日

質問書に対する回答期限

執行機関所属長決裁もしくは
競争入札審査会
： 参加資格確認

技術審査委員会：評価項目・評価基準の設定

競争入札審査会 ： 評価項目・公告案
１０日
～

３０日
公示：入札説明書、技術資料収集に係る掲示

（技術資料作成要領の交付）

１０日
～
３０日

技術資料の作成説明会(必要に応じ）

競争入札参加申請・技術資料の提出期限

（２日）

技術資料のヒアリング（見積提出により予定価格を技術提案後設定する場合等）

７日

高度技術提案型総合評価方式（一般競争入札）（別紙２）

入
札
説
明
書
交
付
期
間

２０日
～

４０日

競争入札審査会
高度技術提案型総合評価方式の適用決定・技術審査委員会の設置

１０日
～
３０日

総合評価審査委員会：学識者の意見聴取

質
問
書
提
出
期
間

予定価格算定の提案選択

（１０日）
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標準
日数

累積
日数

注

フローに示す日数は、参考日数です。
できるだけ土曜日、日曜日、祝日等を除いた日数で設定すること

 は、必要に応じ実施。但し、必ずいずれか1回は実施するものとする。

２７～
８６日

２８～
８７日

２６～
８５日

１５～
４０日

２０～
７０日

技術資料のヒアリング（見積提出により予定価格を技術提案後設定する場合等）

（２日）

技術審査委員会：評価
  絶対評価項目のみ

執行機関所属長決裁もしくは競争入札審査会：参加資格確認

質
問
書
提
出
期
間

競争入札参加申請・技術資料の提出期限

６日
～

１５日

技術資料のヒアリング(通常) ２日

電子入札締切・評価点算出・開札・評価値算出

（別紙３）

入
札
説
明
書
交
付
期
間

競争参加資格確認結果の通知及び予定価格や仕様変更等の公表

質問書に対する回答期限技術審査委員会：
最終評価

入札締切(開札)直前

競争入札審査会：落札決定
(WTO協定）７２日以内に入札結果を広報に搭載

総合評価審査委員会（学識者の意見聴取）

質問書提出期限

競争参加資格がないと認めた者については、「競争参加資格がないと認めた理由の説明要求」や「理由説明要
求に対する回答」に対応すること

技術審査委員会：評価項目・評価基準の設定

競争入札審査会 ： 評価項目・公告案

１日

４日

５日
～

１０日

簡易型総合評価方式（一般競争入札）

積算基準や参考とする積算資料がないものについては、技術提案に含めた総合評価を行うことがあります。

競争入札審査会
技術提案型（簡易）型総合評価方式の適用決定

技術審査委員会の設置

５日
～

１０日総合評価審査委員会：学識者の意見聴取

公示：技術提案資料収集に係る掲示
１０日
～

３０日

１日
～５日

５日
～

３０日
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 （別紙４） 
総合評価方式技術審査委員会の構成（案） 

        
１．本庁決裁案件のとき 
（１）議会案件の場合 
  ①標準・高度技術提案型総合評価方式の場合 
    委 員 長 総括室長等（分野問わず） 
    副委員長 事業担当室 室長 
    副委員長 他分野   室長 
    委  員 他分野   副室長（事務、技術） 
    委  員 他分野   副室長（技術） 
    委  員 他分野   主幹又は主査（技術） 
    委  員 地域機関  室長又は課長（技術） 
  ②簡易総合評価方式の場合 
    委 員 長 他分野   技術室長 
    副委員長 事業担当室 副室長（技術） 
    副委員長 入札管理室 副室長（技術） 
    委  員 他分野   副室長（事務、技術） 
    委  員 地域機関  室長又は課長（技術） 
 
（２）議会案件以外の場合（２億円以上～５億円未満） 
  ①標準・高度技術提案型総合評価方式の場合 
    委 員 長 他分野   技術室長 
    副委員長 事業担当室 副室長（技術） 
    副委員長 他分野   副室長（技術） 
    委  員 他分野   主幹又は主査（事務・技術） 
    委  員 地域機関  課長又は課長代理（技術） 
  ②簡易総合評価方式の場合 
    委 員 長 他分野   技術室長 
    副委員長 事業担当室 副室長（技術） 
    副委員長 他分野   副室長（技術） 
    委  員 他分野   主幹又は主査（事務・建築・技術等） 
    委  員 地域機関  課長又は課長代理（土木等技術） 
 
２．地域機関決裁案件のとき（２億円未満） 
    委 員 長 事業担当室以外 室長 
    副委員長 事業担当室   室長又は課長（技術） 
    委  員 他課    課長又は課長代理（事務・技術） 

委  員 他課    課長又は課長代理（技術） 
    委  員 他課    課長代理又は主査（技術） 
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（注１）上記構成は（案）であり、対象発注工事の工事内容・工事規模等により、その 
    構成を設定するものとする。 
 
（注２）委員の選定にあたっては多分野からの技術力を確保することが望ましいことか    

ら、事業担当分野に限定せず、他分野も含めたなかから選出することとする。 
    また、他分野委員は事務等１名、技術２名の構成を基本とする。 
 
（注３）地域機関における委員会の設置にあたっては、必要に応じ本庁事業室、他地域    

機関・他部署からの委員参加協力を求めることができる。 
 
（注４）県土整備部においては、総合評価方式の技術審査に関する専門組織として、「入札管

理室」を設置することとし、県土整備部所管事業の総合評価技術審査委員会の構成（案）
は別途定める。 
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参考資料 
 

県土整備部における総合評価方式技術審査委員会の体制（案） 
        
 県土整備部の総合評価方式技術審査委員会は、下記のとおりとします。 
 
１．本庁決裁案件のとき 
（１）議会案件の場合 
  ①標準・高度技術提案型総合評価方式の場合 
    委 員 長 総括室長等（分野問わず） 
    副委員長 事業担当室 室長（土木） 
    副委員長 入札管理室 室長（土木） 
    委  員 他分野   副室長（事務、土木・建築等技術） 
    委  員 他分野   副室長（土木等技術） 
    委  員 入札管理室 主幹又は主査（土木等技術） 
    委  員 地域機関  室長又は課長（土木等技術） 
  ②簡易総合評価方式の場合 
    委 員 長 他分野   技術室長（土木等技術） 
    副委員長 事業担当室 副室長（土木等技術） 
    副委員長 入札管理室 副室長（土木等技術） 
    委  員 他分野   副室長（事務、土木・建築等技術） 
    委  員 地域機関  室長又は課長（土木等技術） 
 
（２）議会案件以外の場合（２億円以上～５億円未満） 
  ①標準・高度技術提案型総合評価方式の場合 
    委 員 長 他分野   技術室長（土木等技術） 
    副委員長 事業担当室 副室長（土木等技術） 
    副委員長 入札管理室 副室長（土木等技術） 
    委  員 他分野   主幹又は主査（事務、土木・建築等技術） 
    委  員 地域機関  課長又は課長代理（土木等技術） 
  ②簡易総合評価方式の場合 
    委 員 長 他分野   技術室長（土木等技術） 
    副委員長 事業担当室 副室長（土木等技術） 
    副委員長 入札管理室 副室長（土木等技術） 
    委  員 他分野   主幹又は主査（事務、土木・建築等技術） 
    委  員 地域機関  課長又は課長代理（土木等技術） 
 
２．地域機関決裁案件のとき（２億円未満） 
    委 員 長 他分野   副室長（土木等技術） 
    副委員長 事業担当室 主幹又は主査（土木等技術） 
    委  員 他分野   主査又は技師（事務、土木・建築等技術） 

委  員 入札管理室 主査又は技師（土木等技術） 
    委  員 地域機関  課長又は主査（土木等技術） 
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（注１）上記構成は土木工事の場合の（案）であり、対象発注工事の工事内容・工事規模等
により、その構成を設定するものとする。 

（注２）入札管理室は上記構成（案）に基づき、各室長へ委員選出の依頼を行う。各室長は
入札管理室の依頼を受けて委員の推薦を行う。 

（注３）この構成（案）は、平成１９年度公告案件から適用する。 
 
（参考資料） 

県土整備部における総合評価方式技術審査委員会の申し合わせ（案） 
 
（１）本庁技術審査委員会の委員長は各総括室長・各土木技術室長等の持ち廻り制とする。 
  １）総括室長等（経営企画分野→公共事業総合政策分野→道路政策分野→ 
          流域整備分野→住まいまちづくり分野） 
  ２）技術室長等（建設政策特命監→公共事業運営室→維持管理室→高速道・道路企画室

→道路整備室→河川・砂防室→港湾・海岸室→下水道室 
→景観まちづくり室→建築開発室→住宅室→建築確認審査特命監） 

 
（２）本庁技術審査委員会の他分野委員は、各分野（経営企画分野→公共事業総合政策分野

→道路政策分野→流域整備分野→住まいまちづくり分野）の持ち廻り制とする。 
    なお、各分野内については、分野内各室の持ち廻りとする。 
 

○ 経営企画分野（県土整備総務室→経営支援室→公共用地室） 
   ○ 公共事業総合政策分野（公共事業運営室→建設業室→維持管理室） 
   ○ 道路政策分野（高速道・道路企画室→道路整備室） 
   ○ 流域整備分野（河川・砂防室→港湾・海岸室→下水道室） 
   ○ 住まいまちづくり分野（都市政策室→景観まちづくり室→建築開発室→住宅室） 

＊ 入札管理室、施設災害プロジェクトは除く 
 

（３）本庁決裁の設計業務委託等に係るプロポーザル方式の技術審査についても、上記構成
（案）に準じて委員会を設定するものとする。 
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入札管理室競争審査会の体制（平成１９年度）（案） 

 
 県土整備部の入札管理室競争審査会は、下記のとおりとします。 
 
競争審査会の構成 
  会  長 入札管理室    室長 

   副 会 長 公共事業運営室  室長 
   副 会 長 建設業室     室長 
  委  員 入札管理室    副室長 
  委  員 入札管理室    副室長 
  委  員 公共事業運営室  副室長 
  委  員 公共事業運営室  副室長 

   委  員 公共事業運営室  副室長 
  委  員 建設業室     副室長 
  委  員 建設業室     副室長 
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様式－１          
提出日 ： 平成  年  月  日 

 

総合評価方式 

技 術 提 案 書 

 
 三 重 県 知 事 あて 
              
     提案者 
      住所 
      氏名              印 
 
入札公告または掲示に基づき技術提案書を提出いたします。 
 
工事件名： 連絡先 

氏名 

Tel 
Fax 

ＶＥ提案の概要 
 
 
 
 
注）記入欄が不足する場合には、様式－１の２として追記して下さい。なお、概算低減額は提案を審査する上で参考とする

ものです。 

番 号  項 目 内 容  概算低減額     （千円） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

     概 算 低 減 額 合 計  
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様式－２ 
 

 番 号   項目内容  

 （１）標準案と、VE提案の内容の対比 

【標準案】・・・略図等 【改善案】・・・略図等 

（２）提案理由 

（３）ＶＥ提案の実施方法（材料仕様、施工要領等を記入） 

（４）品質保証の証明（品質保証書の添付等） 

（５）その他 
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様式－３ 
 

 番 号   項目内容  

 
ＶＥ提案による概算低減額及び算出根拠 
【標準案】 
                                (千円) 

【改善案】 
                                (千円) 

名  称 規 格 単位 数量 単 価 金  額  名  称 規 格 単位 数量 単 価 金  額 
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様式－４ 
 

 番 号   項目内容  

 

（１）工業所有権等の排他的権利を含むＶＥ提案である場合、その取扱いに関する事項 

（２）ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項（提案内容の公表に係る所見等） 
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様式―５ 

総合評価方式 

技術提案評定調書 

 
工事番号: 
 
工事名： 
 

提案者： 

 

評価基準（例） 

配   分   点 
評価項目 評価内容 基礎点 

100点満点 
優 

(10)点 
良 

(5)点 
可 

(0)点 
小 計 備 考 

工事価格       

補償額等       

維持更新費       

 
１ 
総合的なコスト
に関する事項 

その他       

初期性能       

耐久性       

安全性       

美観       

維持管理       

 
 
２ 
工事目的物の 
性能・機能に 
関する事項 

その他       

環境対策       

省資源・  
リサイクル 

      

安全対策       

 
３ 
社会的要請に 
関する事項 

その他       

合計点        

 

注１）上表「評価内容」・「配分点」は判定方式の一例であり、発注工事ごとに数値方式・順位方式等設

定するものとする。 

注２）「３．社会的要請に関する事項 その他」では、その地域において特に配慮すべき事項に対する対

応策についての知識など、「地域の特性についての評価」を行うことができる。 
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様式－６ 
                              平成  年  月  日 
 

総合評価方式 技術提案採否通知書 

住  所 
商号または名称 
代表者名           様 
 
                   三 重 県 知 事 
                                      印 
 
 総合評価方式実施要領に基づき、平成  年  月  日付けで提出されましたＶＥ提案に
対する審査結果を下記のとおり通知します。 

記 
１． 工事番号 
２． 工事名 
３． 審査結果 
     採用することができる。 
     採用することができない。 
４． 採用することができない理由 
 
 
 
 

以上 
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